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論、文
両大戦間イギリスにおける長期失業問題
原
?
聖
1 問題の所在ーークラフトの見解
両大戦間のイギリス経済を検討してみると,1920年代の解釈の問題と大不況
からの経済回復の問題については，新興産業を中心として建築プーム，低金利
政策と結びついた形で十分説明することが出来る。しかし，その背後に当時の
全世界の国々が共通にかかえていた暗い一面である失業問題が残る。ところ
が，アメリカやドイツ及びスウェーデンといった国々では，失業対策と経済回
復を結びつけた赤字財政による公共事業の拡大策が行われた。しかし，イギリ
スにおいては他の国に先がけて，しかも大規模な経済回復は行われたが，失業
問題は残ったのである。その失業対策として，もちろん失業保険制度の採用と
発展は認められるが，両大戦間を通じて依然として10彩以上の失業率が続いた
のであった。この点について，例えばホプスボーム (Hobsbawm,E. J.)は「不
況，大量失業と一一少なくとも労働者階級のかなりの部分にとって―生活水
準の上昇が一緒に進行したというパラドックスは，両大戦間期のイギリス経済
の変化を反映している」I)と表現している。
たしかに，一方では生活水準の向上の恩恵に浴し，余暇を楽しみ，有給休暇
＊本稿は関西大学学部共同研究費 (198吟三度）に基づく研究成果の1部である。
1) Hobsbawm, E. J., Industry and Empire, An Economic History of Britain since 
1750. (1968) p. 187. 浜林正夫・神武庸四郎・和田一夫訳『産業と帝国」 (1984),
270ページ。
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の法的裏付と定着を求めるという動き2)がありながら，他方においては深刻な
失業者の大群が存在していたのである。
そこで，本稿では失業問題ーーとくに長期失業問題ーーを中心にすえて検討
すると彎いう形で，両大戦間におけるイギリス経済の一面に光をあててみようと
思う。
私はすでに「両大戦間イギリスの失業問題に関する覚え書き」3)の中で， 若
干の問題点をかかげ検討を行って来たが，本稿ではその中でも特に長期失業の
問題をとりあげてみたい。両大戦間のイギリス経済を考える場合に，ただ一つ
の暗い一面としての失業問題があり，それをめぐっての議論の中に，失業問題
を必ずしもネガティプに考える必要はないとの楽銀的な見方がある。例えば統
計上の問題がそれであり，統計のとり方によっては必ずしも失業率は，他の時
期に比ぺてそう高くはなかったとする見解，またはそれと関連して失業保険料
と賃金の割合から考えて，たとえ失業者は多くとも，失業給付に甘んじた自発
的失業なのであるからそれほど深刻に受けとめなくても良いのではないかとす
る見解もある。しかし，これらはいずれも失業を外部から全体として見ようと
する態度であり，それよりも失業そのものをもっと深く内部において観察する
必要があるように思われる。
そこで，本稿においてはクラフト (Crafts,N. F. R.)の最近の研究4)を手が
かりに，失業問題，なかんづく長期失業 (Long-termUnemployment)の問題を
とりあげて検討してみよう。クラフトによると「この論文が主張しようとして
いるのは，両大戦間の失業を説明する場合には，長期失業を含めて説明するこ
とが重要であるということ及びそうすることによって経済学者の仮説のいくつ
かに光をあてることができる」”として，両大戦間の失業問題を検討する場合
2)例えば荒井政治著「レジャーの社会経済史ーーイギリスの経験』 (1989)参照。
3) 「雇用・失業問題の研究(2)」関西大学経済・政治研究所，研究双書第68冊 (1989)。
4) Crafts, N. E. R., "Long-term Unemployment in Britain in the 1930s." The 
Economic History Rゅiew,vol. XL, No. 3 (1987). 
5) Ibid., p. 418. 
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には必ず引きあいに出されるベンジャミン (Benjamin,D.)とコーチン (Kochin,
L.)s, の有名な主張を引用している。すなわち「両大戦間全体にわたって保険
制度が平均失業率を 5彩から 8彩程度引き上げた。さらに失業者群を構成する
人々は，この時代の 2度にわたる不況時1とは，主として非自発的失業者であっ
たのに対して， 1920年代後期から1930年代後期の間は彼らは自発的失業者であ
＇ったように思われる」”また， 他の個所では「持続的な高失業は賃金に比較し
て高い，そしてほとんど無制限の失業給付が支払われる失業保険制度が実施さ
れていたためであった」8)とまでベンジャミンとコーチンは主張しているので
あって，こうした見解と長期失業の存在をどのように考えれば良いかをクラフ
トは検討しようとする。
ベンジャミンとコーチンの主張するところによると，両大戦間における高水
準の失業は，主として失業保険給付と失業手当の制度化の結果であった。それ
は，賃金に対して失業給付額が非常に高く，もしこの制度が1913年の賃金に対
する給付額の割合で運営されていたならば，その制度が最も大きなインパクト
を与えた1936年には失業率は 6.5彩から10彩程度低かったに違いないし， また
この時期全体について言えば平均失業率を5彩~8彩程度引き下げたであろう
というのである丸
1920年代末及び1930年代は，高いそして上昇しつつある実質所得によって特
徴づけられており，総需要の不足からは失業を説明することがむつかしい。・し
たがって，やはり当時の高い失業率は失業手当及び失業給付の面から説明しな
ければならない。つまり彼らを自発的失業者群と考えようとベンジャミンとコ
6) Benjamin, D. and Kochin, L.,'、Searchingfor an Explanation of Unemployment 
in Interwar Britain." Journal of political Economy, vol. 87, No. 3 (1979). 拙稿，
「両大戦間イギリスの失業と経済回復」社会経済史学会編 r社会経済史学の課題と展
望」 137-139ページ及び前掲「雇用・失業問題の研究(2)」114ページ参照。
7) Benjamin and Kochin, op. cit., p. 468. 
8) Ibid., p. 441, Middleton, R., Towards t加 ManagedEconomy (1985). p. 19 
参照。
9) Ibid., p. 468. 
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ーチンは言うのである10)0 
ところがクラフトはベンジャミンとコーチンの以上のような見解の中には，
長期失業者に適用される議論がないと主張する。すなわち，ベンジャミンとコ
ーチンの言う失業手当，失業給付の失業に対する影響は，短期失業についてで
あって，長期失業についてではない11), として長期失業者の問題について次の
ようにまとめているm。
(1)大多数の長期失業者は重要産業（綿，鉄，石炭，造船）の衰退によって失業
した重要なグループである。＇彼らは再雇用の可能性は大へん低い状況にあり，
事実上決して高い生活水準にあるとは言えなかったけれども，いつまでも失業
手当に依存して生活するというこの制度に組み込まれていた。
(2)長期失業者をして，求人情報を積極的に求めていたと一般的に考えること
はできない。
(3)一般的に言えば，長期失業者は彼らが通常えている賃金と比べて非常に高
い失業手当をえていたわけではない。とくに，そこには多くの年輩の失業者が
含まれていたのであって，再雇用の可能性力濁殊の外低かった。
(4)また，再雇用の可能性は失業持続期間によるところがかなり大きかった。
かくして自然失業率を高めることとなった。
(5)長期失業は支給しうる失業手当の適度の引き下げや総需要の一般的拡大に
よっても， 1930年代に除去することはできなかった。当局者の見方からすれ
ば，長期失業は本質的に構造的である。したがって，ある意味では，自発的失
業ということもできる。確かに，かなりの部分は意気消沈し，無感動となった
が故に，もはや仕事を求めて悩まなくなったと言う意味において自発的失業者
であった。家族を失業地域に残すことを選ばないで，移動よりも手当をえて残
ることを好んだのである。手当の受給資格を失わないために，臨時の雇用をも
10) Ibid., p. 474. 
11) Crafts, op. cit., p. 429. 
12) Ibid., p. 430-1. 
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選ばなかったために失業期間はさらに引き延ばされた。
23 
クラフトは以上のように整理した上で， 次のように結んでいる。「長期失業
は景気停滞と回復の谷間の故に， 1929年におけるよりも， 1937年においての方
が多かったと結論せざるをえない。不況は労働力の『質』については逆の影響
を与えたし，また失業の自然率を引き上げた。ーたび総需要や重要産業の縮少
が起こったならば，ィギリス経済は失業保険給付の切り下げによっても，また
標準的な需要管理政策によっても解決できなかった長期失業という非常に深刻
な問題を残したのである」13)。以上のようなクラフトの見解を出発点として以
下において長期失業者の問題を検討してみよう。
]1 長期失業者
長期失業者（通常1年以上失業状態にある者）は， 1920年代には全失業者の 5彩
~6 彩を占めているのであって比較的低率と言えるほどであったが， 1929年以
降には急上昇して25彩となり， 1930年代初頭にさらに増大し，それが持続する
傾向にあった。この数字はまさに50年後の1980年代中頃の失業者数の 3分の 1
に相当する。そし・て長期失業は，それ自体増大し，累積する傾向にあり，まさ
に長期失業が長期失業を呼ぶという状況であった。したがって，長期失業の後
人々は精神的にも肉体的にも仕事に適応できなかったのである。そして事実労
働市場の枠外に押しやられていたと言われている。
さて，失業期間についての研究は依然としてベヴァリジ (Beveridge,W. H.) 
の古典的労作が引き合いに出される14)。そこでここに，失業給付あるいは失業
手当を受けた失業者の失業期間別の表を引用しておこう。
この表によると12カ月以上の男子長期失業者は， 1929年に45,100人でわずか
4.7彩を占めるにすぎなかったが， 恐慌を経た後経済回復がかなり進んだ1936
13)昭.,p. 431. 
14) Beveridge, W. H., Full Employment切 aFree Society. (1四）. "An Analysis 
of Unemployment I-" Economica, vol. IV, No. 13 (1937). 
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第1表失業給付及び手当申請者の失業期間 (18~64歳男女）
Js力月以内136カカ月月以以上内196カカ月月以以上内192カカ月月以以上内I1年以上IA口 叶P l被失保業険者
＇ 
1929. 9 758,800 102,900 37,250 22,750 45,100 966,800 1,132,255 
1932. 8 1,485,152 277,783 184,518 156,443 412,245 2,5i6,141 2,781,019 
1936. 8 727,863 125,307 80,549 60,219 331,635 i, 325,573 1,503,558 
1937. 8 666,625 111,326 71,894 47,295 287,821 1. 184,961 1,270, 752 
1938. 8 957,069 161,705 101,770 62,159 279,840 1,562,543 1,668,145 
1939. 8 622,408 95,772 63,104 52,819 244,000 1,078,103 1,179,584 
全申請者に占めるそれぞれの割合
1929. 9 78.5 10.6 3.8 2.4 4.7 100 117.1 
1932. 8 59.0 11.1 7.3 6.2 16.4・ 100 110.5 
1936. 8 54.9 9.5 6.1 4.5 25.0 100 113.4・ 
1937. 8 56.3 9:4 6.0 4.0 24.3 100 107.3 
1938. 8 61. 3 10.3 6.5 4.0 17.9 100 106.8 
1939. 8 57 . 7 8.9 5.9 4.9 22.6 100 109.4 
被保険者のうちで特別制度による銀行，金融保険関係者は除く。
出所） Beveridge, W. H., Full Employment in a Free Society. (1944)., p. 64. 
年には 33万1,635人となり，その割合も実に 25.0%にも達していることが明ら
かになる15)。
ところが，これらの統計は失業期間について検討するに値する最善のものと
考えてよいかどうかが問題になる。後でも明らかになるように，長期失業の問
題は失業扶助制度の存在の故に生じたものである。したがって， 1929年 9月は
1927年失業保険法に基づく過渡的給付の支払われていた時期でり，失業保険給
付，そしてさらに過渡的給付を使い果たした長期失業者は貧民救済を受けてい
15.) Pilgrim Trust, Men Without Work (1938)では， 1929年9月の全失業者1万人
（ベヴァリジの 1937年推計では 91万4,246人），長期失業者53,000人（ベヴァリジの
1937年推計では43,000人）としている。 p.6. 
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たと考えられる。したがって本表の数字には現われなかった筈である。 1930年
に制定された失業保険法によって， 1927年法の過渡的給付の適用期間を延長
し，受給条件を緩和することになったが，これによって長期失業者を有資格者
と数えることが可能となった訳である。したがって， 1929年の数字はそのまま
の形では，利用できない。また他方で，この過少だと考えられる1929年の長期
失業者は， ある調査16)に基づく推定によると 53,000人であるが， その中に約
38,000人は炭坑労働者が含まれており，彼らのほとんどは， 1926年のロック・
アウト 9で職を奪われ，再び就職できなかった。つまり1929年の長期失業者の中
には特殊な事例と考えられる炭坑労働者が含まれていたという点を考慮しなけ
ればならず・,産炭地域以外では長期失業はそう目立った存在ではなかったと言
えるであろう。
このように考えると，第 1表にかかげた1929年の数字は十分注意して読みと
らねばならないであろう。したがって，クラフトはすでに1929年に失業手当制
度が存在していたと仮定するならば，全被保険労働者のうち，失業給付と失業
手当の受給資格者は1930年代には平均91彩であったのに対して，・1929年は86彩
にすぎなかった。したがって，その差となっている 5彩が長期失業者に違いな
いから， 第 1表に示された 12カ月以上の失業者数45,100人が4.7彩であるか
ら，約 2倍すなわち89,000人になると推定しているのである。
そこで次に年代毎に長期失業者がどの程度存在したかを示している第 2表を
掲げておこう。
第2表によると長期失業者は不況によって増加したのは事実ではあるが，不
況が終り回復にむかっても不況以前の1929年の水準には戻らなかたのみか，そ
れが増加する傾向さえみられたのである。
1933年夏のビーク時の46万人から若干減少しはじめ， 193舷平の10月には 9万
人減少して 37万人となり，その割合は24彩であった。その時点で楽観的な見
方をする人も多かったが，しかし1934年10月から1935年10月までの 1年間に何
16) Pilgrim Trust, Men Without Work (1938). 
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第2表失業者に占める長期失業者の割合
1929. 9 5~6彩
1930 20彩
1933 25彩
1934.10 24彩
1935.10 26彩
出所） Pilgrim Trust, op. cit. pp. を 10より作成。
ら改善は見られなかったのである。イギリスの経済回復は急速にすすみ，失業
者数もそれ以前よりもかなり減少したが，長期失業者数は大量のままであり，
わずかに 1万人減少して36万人となった。 したがって 1935年では 26彩の人々
が，失業者のうち 1年以上失業し続けたのである。さらに，次の 1年間に産業
活動はますます新興産業を中心に順調に発展し，長期失業者は 6万人減少して
30万人となったが，失業者に占める割合は依然として26彩と高率であった。ま
た次の1937年には 6万5,000人減少して 25万5,000人となったが， 失業者数も
減少したので失業者に占める長期失業者の割合は，むしろ上昇して27彩であっ
た。
1929年から1936年の間を考えてみると，初めの 3年に失業した大部分の人々
は，後の 4年のうちに再雇用されたが，長期失業者のうちでは39彩の人々が再
び職をえることが出来たにすぎなかった。さらに，こうした問題はひとり炭坑
町にのみ支配的な状況ではなくなり，むしろ一般的な状況とさえなった。すな
わち，炭坑町以外での平均的な 4万人の住民をもつ町では，長期失業家族の数
は， 15から220家族へと急増することとなった。すなわち， 総失業者数が減少
するにつれて長期失業の深刻さは，さらに増幅されてくるのである。ここに不
況期と回復期の失業期間別指数を記しておくと次の通り。
ここにも見られる通り，回復がすすむにつれて失業期間について言えば， 3 
カ月以内と12カ月以上の，いわゆる長期失業という二極に分化する傾向がみら
れる。
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～こ 3カ月以内 I 3カ月~6カ月I6カ月~12カ月I12カ月以上
不況期 I 100 I 100 I 100 I 100 
1 9 3 6年 I 52 I 34 I 32 I 65 
出所） Pilgrim Trust, op. cit., p. 1. 
長期失業が減少しない理由は，その再雇用の困難性の故であったし，その原因
は産業の側にもまたある点では失業者個人の側にもあった。
この調査は， 3カ月以内の失業と長期失業の存在によって生じた経済的，社
会的，行政的及び政治的問題が，その性格を本質的に異にしているという認識
にたっている。
ベヴァリジはその古典的名著の中で「失業者におよぼす影響という銀点か
ら，個々の場合における失業期間の相違は第 1に重要である。 1932年のはじめ
以来，労働省は給付もしくは手当の申し込み者を，彼らが引続き失業者として
登録されている期間の長短にしたがって分類している」17)として分類の結果を
示した表を掲げたがそれが前掲の第 1表である。
この表が示そうとしているのは「『大不況」の前の1929年9月と， その後の
そこに示されているあらゆる時期との比較にあるのである。 1929年9月には申
込者の約90彩が6カ月以内の間失業していた。また 5彩足らずの人々が12カ月
ないしそれ以上の間失業していた。 1936年8月には，短期 (6カ月未満）失業者
数は1929年9月とほぼ同じで，約85万人であった。しかし，かれらは全失業者
の64.4彩を占めていたにすぎない。 12カ月ないしそれ以上失業した人々は全体
の4分の 1であった。『大不況』の遺産は長期的失業者の大軍一ー無為を強い
られている約30万人の男女—であった。かれらに対する継続的な貨幣の支払
いのための準備は明らかに不十分であった。この大量の慢性的失業は， 1937年
に景気循環が絶頂に達したことや， 1938年， 1939年の再軍備計画によって，
1936年以後には絶対的にも相対的にもともに減退を示している。しかし1939年
17) Beveridge op. cit., p. 65. 同訳112ページ。
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8月でさえ，約25万人近くの男女が慢性的に失業していた」18)0 
長期失業は種々な面で労働者に悪影響を及ぽしていることは明らかである
が，それは一つの産業問題であったことも事実である。殊に，当時不況であっ
た輸出中心の旧重要産業と深いかがわりがあった点に注目しなければならな
ぃ19)。ある調査によると，失業者の大群はほとんどが完全に移動することを好
まず，またそれが不可能に近い状況であった。そして彼らの住んでいる地域で
一般的な賃金相場で仕事をえることは困難であるという状況であった。そう
・した点について，失業扶助局の年次報告によると， 36,000人の対象者のうちで
ニューカッスルでは自発的失業者と疑われる事例はわずか422人にすぎなか
った。そしてその対象者は，もし就職口があったならば，おそらく仕事をえた
であろうが， しかし就職口をえるための個人的努力をしなかったので精神的・
肉体的にもそういう状況におちいったし……，またこれらの人々は自身の失業
の犠牲であったとしている20)。
皿 失業手当の制度化
すでに述べた失業扶助局の年次報告にもみられたように，まさに長期失業が
長期失業を生み労働市場からますます疎遠となり慢性的失業者となるという状
況が一般的に見られたようである。そうした動向は，失業保険給付制度の展開
の中からもうかがい知ることができる。
1911年の国民保険法以来，イギリスでは拠出制の失業保険制度が整備され確
立されつつあった。『しかし被保険業種が7業種に限定されていたこともあっ
て，第 1次大戦後，イギリス政府は失業保険制度によってカバーされていない
18) Ibid., p. 66. 同訳114ページ。
19) Pilgrim Trust, op. cit., p. 40. Royal Commission on Unemployment Insurance, 
Final Report (1932), Cmd. 4185, p. 85. 旧重要産業に集中的で持続的失業が当時
の失業の特徴であったと報告している。
20) Report of the Unemployment Assistance Boad for the year ended 31st December 
1937. (1938) p. 137, 1939. (1940) p. 5. 
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多くの産業における失業者の大群と直面しなければならなかった。これに対す
る政府の回答は「失業救済一時金支給」 (Outof Work Donation)ということで
あった。すなわち，扶養家族に対する割当支給額を含んだ無拠出の支出がそれ
である。それも戦後プームと共に， 1919年11月をもって，一般労働者への失業
救済一時金の支給は打ち切られた。
1920年11月8日，イギリスの失業保険は，一つの独立した制度として新しく
発足したが翌12月には早くも失業率は 2倍 (11月の3.5彩に対して7.9%)になり，
1921年 1月には11.2彩へと二けたに急増し 3月にはそのビークをむかえるにい
たった (23.4彩）。失業者数も 200万人を超え，政府としても新たな対応をせま
られた。その結果， 192_1年3月には失業保険法が，そして1921年 7月の失業保
険（第2号）法がそれぞれ制定された。 この二つの法律によって， 「拡張給付
(extended benefit)ないし無契約給付 (uncovenantedbenefit)は22週間支給さ
れうるのであり，しかもそれらは本来の法定受給条件を無視して行なわれた。
これによっていわゆる Onein Six Rule等は事実上停止され， 従ってまた
イギリス失業保険の伝統である保険料主義を逸脱することとなった」21)といわ
れる。
その後，年2回をも含めてほとんど毎年のように法律が修正・制定されてい
るが，その大部分は何れも，いわゆる特別期間を延長することによって，拡張
給付を支給し続けようとする措置であった。そして，．この拡張給付は法定の受
給条件にかかわりなく労働大臣の自由裁量によって支給されうるものであっ
て，失業者が権利として拡張給付を請求できなかったが，徐々に法定給付，す
なわち標準給付と同列に考えられ，結果的には失業者の権利として考えられる
ようになった。しかも法定給付である標準給付を受ける資格のある失業者は被
保険失業者全体の 3分の 1にすぎない状態であったので，この期間に支給され
た失業給付よりも拡張給付の方が多かったと考えてもよいであろう。つまり拠
21)平田隆夫「英国失業保険小史」大河内一男， 岸本英太郎編『労働組合と社会政策」
(1959) 183-4ペー ジ。
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出保険金に基づく失業給付よりも無拠出者に対する拡張給付が多いという混乱
状態に達したのであって，これは1924年に一時10彩以下に低下していた失業率
が1935年に再び11彩から12彩に上昇したことに対応するものであった。そこで
1925年11月25日に，従来の失業保険制度の実績に照らして如何なる改革をなす
べきかを調査する失業保険委員会が任命され， 1927年1月27日にその報告書が
提出された。すなわち，標準給付と拡張給付の逆転現象に警告を発しながら，
依然として高い失業率 (1927年1月で12彩）という現実に直面して，・ 1カ年に限
り経過的措置を講ずべきであるというのである。この報告を受けて1927年失業
保険法が制定された。その第16条に過渡的給付の規定があり， その受給条件
（第14条），として， (a)給付請求前2カ年間に 8回以上の保険料を納付するか，ぁ
るいは時期の如何を問わず30回の保険料を納付したこと。 (b)被保険業種で常用
雇用されていること。 (c)そしてその雇用期間が妥当と考えられること，などが
要求される。
このように過渡的給付によって長期的・慢性的失業に対処しようとしたが，
失業率は9%以下には下がらず，失業そのものの基本的見直しが要請された。
そこで「失業保険の管理，とくに失業保険給付請求者が熱心に求職しているか
どうかを調査」するためにモリス委員会が任命され，その報告書が1929年10月
24日に提出された。これに基づいて1930年失業保険法が制定された。その第16
条で過渡的給付を1931年4月17日までさらに延長し，受給条件が緩和された。
そのため，それまで被保険労働者のうち女性の失業率は男性平均の 6割程度で
あったのが，本法の制定後8割から 9割へと増大したといわれている22)。それ
にともなって，失業保険財政及び拡張給付のための基金が困難になったのは当
然であった。そこで1930年12月9日，第1に失業保険制度を収支相償うよう
改革するための諸方策，第2に失業保険制度以外に有能な失業労働者に対して
22) Booth, A. E., and Glynn, S., "Unemployment in the Interwar Period : A 
Multiple Problem," Journal of Contemporary History, vol. 10, No. 4 (1975) 
p. 617. 
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実施すべき施策等に関して勧告するために，「失業保険に関する王立委員会」
が任命された。その報告書が1931年6月（第1次）と1932年11月（最終）に提出
された。 この報告の中に失業保険や公的救済（救貧法）とは別の失業手当の考
え方が示されていた23)のであって，それをとり入れたのが1934年の失業法であ
る。その第2部が失業扶助であって，第35条でその制度の管理を担当する中央
官庁として失業扶助局の設置を規定している。失業扶助局は，それまでの地方
公共扶助委員会に取って代るものである。そして，その機能の一つは1931年以
来行われてきた過渡的給付に関するものであり，いま一つは数世紀の間伝統的
に地方の仕事であった，労働可能貧民に対する通常の救貧機能に関するもので
ある24)。
この法律が適用される必要条件を示しているのが第3咳訳きある。すなわち，
(a) 適用年齢は16歳から65歳までとする。
(b) (1)寡婦，弧児，老令年金法の適用を受ける雇用に正常に従事する者。
(2)16歳以上の者で雇用されていないが，その地域の産業状況が良ければ
当然雇用されたであろうと考えれる者。
(c) 就業能力があり，かつ就業可能な者。がそれであり，第38条には手当が
与えられる条件が規定されている。
(a) 雇用のための登録をし，規定された方法で手当の申請をする者。
(b) 失業しているか，パート・クイムか，ときどきの就業で不十分な所得し
か得ていない者。
(c) 手当が必要な状況にある者。
そして，手当の額は扶養家族をも含めた差し迫った必要に応じて決定される。
その場合，労使紛争による資格喪失者は除く。その差し迫った必要 (Needs)は
23) Royal Commission on U: 加 mploym額 tInsurance, Final Report (1932), Cmd. 4185, 
pp. 82, 105, 115. 
24) Davidson, R., T. 加 BritishUnemployment Policy, (1938) p. 41. 
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この法律にしたがって査定されることになっている25)。
したがって，この制度はほとんどすべての失業者を包括し，失業手当が支給
されるのであって，いわば失業救済一時金給付制度の復活であり，その永続化
であると言っても良いであろう。 しかも失業手当は， 一応受給資格と N~eds
が続く限り無期限に支給されるのである26)。
この失業手当の制度化とその動きを引き出したのは，失業の量的拡大はもち
ろんのことであるが，殊の外長期の慢性的失業の存在であった。つまり，その
背後に景気回復によっても吸収されえない長期失業者の存在が強く認識される
ようになったからである。
第3表 給付・手当の支給者の地域的分布
1936年12月14日 i937年10月18日
失業率 l 給支給付者 1 手支給者当 失業率 1 嬰給閑 手支給者当
,000 ,000 , 000 , 000 
ロ ンドン 6.5 111 30 6.0 104 33 
南 東 部 7.8 49 11 6.4 43 14 
南 西 部 9.0 54 19 7.3 43 16 
ミドランズ 7. 7 82 50 6.9 80 42 
南部4地方合計 296 110 270 105 
北 東 部 11.6 83 56 9.8 73 49 
北 西 部 15.7 148 118 13.0 127 118 
北 部 21.4 52 .94 16.2 40 78 
スコットランド 17.5 95 100 14.5 78 12 
ウエールズ 26.3 53 96 21. 3 45・ 77 
北部スとのウ合エール計 431 464 363 434 
ムロ 計 12. o 1 130 1 s1s 1 9.9 I 636 1 544 
出所） Davidson, op. cit., p. 123. 
25) Swann, B. and Turnbull, M., Records of Interest to Social Scientists 1919 to 
1939, Emplo, 畑 entand Unemployment, (Public Record Office Handbooks, No. 
18) pp. 582-4. 
26) Burns, E. M., British Unemployment Programs, 1920~1938. (1941) p. 177. 
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この表が示しているのは，南部と北部の失業の不均等な分布を特徴づけてい
ることであって，最初の 4地方における被保険人口はあとの 5地方におけるよ
りわずかに多いが，しかし保険給付と失業手当の受取り者総数は両日とも南部
より北部の方が2倍以上も多いことである。また，南部と北部との間にあるよ
うな失業の不均等分布は失業手当によるほど失業保険給付は顕著ではなかっ
た。失業扶助局への申請は南部におけるよりも北部においての方が4倍以上多
かった。北部においてさえも集中は散発的であり，一般的とは言えない。さら
に，失業扶助局の事例は特に南西部の広い地域に非常に薄く広がっており，こ
の事実のみが行政的問題を引き起こした。それは疑いもなく，比較的高い失業
扶助局の行政費の構成要素となったのである。すなわち，失業手当の総支給額
の11.7彩を占めていたのであった。また1937年10月18日の数字のうち，失業手
当の申請者数が57万8,000人から54万4,o・o人に低下したことに注目する必要が
ある27)0 
IV 長期失業者の地域別分布
長期失業について，イギリスの六か所の町で面接・聞き取り調査が行われ，
その報告がある28)。それは，デットフォード (Deptford),レスクー (Leicester),
リバプール (Liverpool)ヽ， プラックバーン (Blackburn), クルック (Crook)及
びロンダ (Rhondda)の六つの町であって， これらは失業について最も代表的
な構図を描いていると期待される地域的状況をもっているからである。そこに
ある定められた日の前年に 3日以上継続して仕事をしなかった人々，つまり長
期失業者の約1,000名をサンプルとして家庭訪問したならば，如何なるクイプ
の人々が長い間職を失っている人であるか，少なくとも示唆される筈である。
それはまた，一人のそれまでの雇用の歴史と失業の間に，いかなる関係があっ
たかを示すであろうし，長期失業者の再雇用を可能ならしめる方向にむかって
27) Davidson, op. cit., pp. 123-4. 
28) Pilgrim Trust, Men Without Work (1938). 
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THE PII:,GRIM TRUST UNEMPLOYMENT ENQUIRY 
CASE RECORD CARD 
HOUSEHOLD CIRCUMSTANCES: 
Other Other 
No. Sex Age Rel. Occupation or Statu● Ernatnga U.A.B. Unem・ Social Allowance ploRyemlief nt Income 
A 2 
3 
4 5
6 
7 
8 
I Total 
GENERAL REMARKS : 
Rent: Rent Arrears 
Contracted Payments 
Meals Away 
Family Debts: 
Travelling Expenses 
Net Family Income 
ENPROYMENT RECORD: 
Dates Reason 
Other 
Income 
Occu• Nature Place of How Com- pation of Job Wor~ Obtained for Remarks mencinr, Leavlnr, 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 ， 
10 
UNEMPLOYMENT RECORD: 
Date Period Form of Com゜plaints ; Technical Assistance ffences, etc. 
1 
2 43
5 6 -·--··-·---—... -
テ
8 
出所） Pilgrim Trust, op. cit., pp. 414-5. 
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TABULATION 
両大戦間イギリスにおける長期失業問題（原田）
Appearance : 
Health: 
Health of Family : 
Family Relations : 
Domertic Standards ; 
Domestic Economy: 
Children's Prospects : 
Employability 
Attitude to New Employment 
Industrial Transference 
Industrial Training 
Social Institutions : 
Trade Uniou 
Church 
Workmen's Club 
Friendly Society 
Co-op. Movement 
Adult Education 
Mem加rship
Before After 
Unemployment Welfare Schemes: 
Amenity Schemes 
Land Settlement 
Allotments and Small-holdings 
Poultry Schemes 
Unemployed Clubs 
Leisure: 
Attitude 
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の態度に関して何らかのインフォメーションを与えてくれるかも知れないとい
うのである。そしてサンプルの選択は，これらの地域で長期失業の維持に責任‘
をもっている失業扶助局に登録されている者からアトランダムに選んだもので
ある。そして利用した記録カードは前ページに示した通りで年齢・職業・家族
構成及び家族所得や雇用及び失業の記録を片面に書くといった様式であった。
もちろん，雇用記録などは職業紹介所の記録からえられた。そしてもう一方の
側には，より個人的な詳細，例えばその人の人となり，知識や技能，彼と家族
の健康，判断しうる限りの家族の雰囲気，産業転換と訓練に対する態度；また
は失業者クラプやレジャーに関する項目さえも含まれる。
ここで，選択された六つの町の概況を示しておかなければならない29)。
デットフォード (Deptford) ロンドンの旧自治区で現在はJレイスハム (Le-
wishain)の一部となっている。 ロンドンで南東部を代表する町として選ばれ
た。ここは繁栄地帯で失業は少ない。町の内外にも雇用機会は多く，南ロンド
ン・ドックに雇用された多くの臨時労働があった。ここはまた首都ロンドンの
労働者の問題を説明する。スラムの除去は急速にすすんでいる一方で，なお住
宅事情は悪く家賃は高かった。
レスター (Leicester) ミドランドの工場町の代表として， また繁栄し着実
に発展している町として選ばれた。主としてプーツ，靴，靴下編みといった非
常に広範囲の産業をもった，婦人雇用がかなり多いという特徴をもった町であ
る。
リバプール (Liverpool) 過去に非常に繁栄した港であったが， 南部の港と
して不況に陥りながらそれをうまく切り抜けた。深刻な失業に悩まされたが，
かなり広汎にわたる労働者を必要とする産業があり，労働者や船員にとっての
大量の臨時労働があった。労働組合は概して弱く，・賃金は低く，かなり改善さ
れたとはいえ住宅はなお多くの点で悪く，六つの町のうちで若年者の長期失業
者の割合が高かった。
29) Ibid., p. 28. 
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ブラックバーン (Blackburn) 綿業地域の代表としてランカシャー綿業町か
ら選ばれた。主として綿工業のみに依存していたが， しかし大量失業にもかか
わらず，陰うつでなく，回復しつつある。ここにおいて男子のみならず女子の
長期失業の問題ときびしく関連づけられた。
クルック (Crook) 特定地域から二つ選ばれたうちの一つであって，ダラム
(Durham)の南西に位置する小炭坑町である。衰退産業である石炭ただ一つに
依存しており，しばらくの間陰うつで産業的未来はないと考えられていた。
ロンダ (Rhondda) 特定地域の最も重要な町でウェールズの南部にあり，
クルックと同様にただ一つの産業ー一石炭に依存していた。ここは石炭の掘り
出された谷にある「陰うつな」村から，新産業団地の町といったバラエティ 1こ
富んだ状況を提供している。
以上のような特徴をもった六つの町の選択において失業扶助局の協力全得て
いるが，さらにサンプルについても失業扶助局の記録からとったものである。
先ずサンプルとなった人々に，調査者の署名の入った手紙を出した上で面接す
るという方法がとられた。
調査によって，いくつかの点が明らかになったことは勿論であるが，失業者
の中に，一時的・短期的失業者と長期失業者が大別できるということも明らか
になった一つであろう。すでに述べたように六つの町では，経済的，産業的，
社会的その他の状況が大きく異っている。しかし， 1932年と1936年の失業記録
はどこにおいても同じ傾向が示されているということも明らかである。総失業
は夫々によって減少の度合が異っている。 1932年職業紹介所に求職に訪れた
100人の男女のうちで, 1936年までに何人が雇用されたか， その数字は次に掲
げる通りである。
デットフォード 62人
レスクー 40人
リバプール 29人
プラックバーン 37人
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クルック 44人
ロンダ 23人
ここに見られるようにデットフォードはロンダに比べると 3倍近く多くの人
々が雇用された。次に長期失業者を見てみよう。第4表は1932年及び1936年に
夫々の町で， 職業紹介所に求職に訪れた失業者100人のうちで何人が長期失業
者になったかを示している。
第4表失業者100人のうちでの長期失業者数
1932年 -I 1936年
デットフォード 4(人） 6(人）
レスター 4 11 
リバプール 19 23 
，ブラックバー ン、 37 38 
クルック 46 56 
ロ ン ダ 33 63 
出所） Pilgrim Trust, op. cit., p. 13. 
各地の 100人のうちの雇用者数と第4表を見て明らかなことは， 地域毎での
就職の機会の多少と長期失業者となる割合が必ずしも一致していないことであ
る。そのことは，地域，産業の状態あるいはその回復の程度の相違と結びつき
えないということである。つまり，イギリスのあらゆる都市において，いかに
繁栄し，産業の分野が分散し，その産業が一般的趨勢より優れていようとも，
またどこに立地していようとも，回復のみで解決できない長期失業という難問
題があるのである。そして，この難問題たる長期失業は，まさにイギリス全土
にわたって社会的重要性を増し，経済活動や不況の問題とは必ずしも結びつい
てはいない。
さらに重要な問題が第4表の検討の中から浮かび上がって来る。すなわち，
イギリスには繁栄地域と不況地域があることは良く知られており，拙稿におい
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ても取り上げ検討したことがある30)。ここで取り上げられた六つの町の中では
デットフォードは繁栄地域の中にある。そこでは1936年11月の失業率は 7彩で
あり，不況地域を代表するロンダでの失業率は35彩であった。ところが第4表
が示しているのはもっと大きな数字の相違となっている。すなわち，デットフ
ォードの失業者のうち，長期失業者はわずか 6彩であったのに対して，ロンダ
は実に63彩もの多くの人々が長期失業者であった。そこで第 5表を見るとその
相達がもっと明らかになる。
第5表 (1936年9月）
労働者 1,000人のうち
失業者 I 長期失業者
デットフォード 67(人） 4(人）
レスター 74 8 
リバプール 257 59 
プラックバーン 295 112 
クルック 336 188 
ロ ン ダ 445 281 
出所） Pilgrim Trust, op. cit., p. 15. 
不況地域に属するロンダでの失業者は，繁栄地域のデットフォードにおける
より多いであろうことは明らかであるし，またその内容的にもおよその推察は
可能である。 この表で見られるように 1,000人の労働者のうちで長期失業者は
デットフォードでは 4人であったのに対して，ロンダでは 281人であって，繁
栄地域と不況地域の相違は失業者の場合は 1: 7弱であるのに対して，長期失
業者の場合は，驚ろくべきことに 1: 70ということになる。つまり，不況地域
の町では，同じ規模の繁栄地域の町において長期失業者が 1人であるのに対し
て70人もあったということである。
30) 「両大戦間のイギリスにおける構造的転換と労働移動」関西大学「経済論集」 22巻3
号 (1972)。
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ここで，繁栄地域と不況地域を代表するものとしての六つの町に対比しうる
ものとして，イギリス全体を大きく二分した労働者の行政区分がある。それに
したがって分けてみると二つのグループ，すなわち，第 1のグループは，ロン
ドン地域，南東部，南西部およびミドランズが含められ， InnerBritain (I. B.) 
と称し，第2のグループは北東部，北西部，北部，ウェールズ及びスコットラ
ンドからなっており Out~r Bitain (0. B.)と称している。その行政区分にし
たがった地域別雇用指数の変化を示したのが第6表であって，各年について，
それぞれ 6月の被保険雇用者の推計数がとられ，各地域において1929年 6月を
100として比較している。
第6表地域別雇用指数 (1929=100)
1 鹿凍部 l 南西部 Iロンドン1 ミド tス~1ぅ：予門北東部 l 北西部 Iウエルス1 北部
1929 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
1930 101 109 99 95 95 91 88 90 
1931 102 99 98 91 87 84 85 85 
1932 100 97 98 91 87 83 87 81 78 
1933 106 100 101 97 88 89 91 84 
1934 112 104 106 102 92 92 93 87 
1935 117 107 108 106 93 94 94 89 
1936 120 113 116 112 101 101 96 88 95 
1937 125 120 121 119 107 109 103 101 103 
1938 ・126 120 120 115 106. 107 95 95 102 
1939 130 128 122 123 110 112 103 107 107 
出所） H. W. Richardson, Economic Recovery in Britain, 1932-39, (1967). p. 270. 
この地域区分の I.B. 4地域は繁栄地域とし， 0.B. のうち，スコットラン
ドと北部31)を除く 3地域を不況地域として，ここで取り上げた六つの町と対比
してみよう。
31)北部は1936年8月に労働省の行政区分変更があり，新たに作られたものであって，旧
北西部からカンバーランドとウエストモアランドを分離させ，また旧北東部からノー
ザンバーランド，ダラムおよびヨークシャー9の一部を分離することによって形成され
た。しかしここでは1日行政区分にしたがって取り板うこととする。
40 
両大戦間イギリスにおける長期失業問題（原田）
デットフォードーーロンドンと南東部
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レ ス タ ー—南西部とミドランズ（ミドランズの不況地域を除く）
リバプールー一北西部
プラックバーン—該当なし
ク ル・ッ クー一北東部
ロ ン ・ダー—ーウェールズ（好況地域を除く）
第7表失業者，長期失業者の地域的分布 (1936年夏）
被保険（男労女働）者数 1っ,!0ち00人失の業男者の 1失長割業雙口者失業の者うちの 者失1,業0の0者0う人ちのの数長労期働
南 東 部 1,126,000 62 6 4 
ロ ン ドン 2,562,000 76 7 6 
南 西 部 960,000 89 12 11 
ミドランズ 2,008,000 101 22 22 
北 西 部 2,150,000 186 23 46 
北 東 部 2,104,000 212 26 57 
ウェールズ 611,000 322 37 123 
出所） Pilgrim Trust, op. ぷt.,p. 16. 
第8表地域毎の失業率の推移（各年7月）
j1912~13'i913~14119291193011931119321193311934119351193611937閏伊謬6
口 ン ドン 8.7 7.3 4.7 7.6 11.6 13.1 11.0 8.5 7.8 6.5 8.2 8.8 
南 東 部 4.7 4.0 3.8 6.6 10.2 13.1 9.5 7.0 6.4 5.6 6.1 7.8 
南 西 部 4.6 5.1 6.8 9.2 13.1 16.4 14.1 11.6 9.6 7.8 7.1 11.1 
ミドラ西ン部ズ／東部 3.1/2.5 3.3/2.7 9.5 16.1 21.8 21. 6 17.6 14.0 11.8 9.4 6.0 15.2 
北 東 部 2.5 2.7 12.6 21. 6 29.9 30.6 25.7 23.3 21. 5 16.6 9.2 22.7 
北 西 部 2.7 3.3 12.7 25.4 28.9 26.3 23.4 20.6 19.3 16.2 12.9 21. 6 
スコットランド 1.8 2.4 1. 2 18.4 27.4 29.0 25.8 23.1 21. 2 18.0 15.2 21. 8 
ウェールズ 3.1 2.1 18.8 26.5 32.0 38.1 34.5 32.2 30.0 28.5 24.3 30.1 
グレー ト・ 3.9 3.8 9. 7 16.7 22.1 22.9 19.5 16.7 15.2 12.6 10.4 16.9 プリティン
出所） W. H. Beveridge, Full Employment in a Free Society, (1944), p. 73. Do., 
'An Analysis of Unemployment,'Economica Vol. ]l, No. 12 (1936), p. 379. 
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そこで，次にイングランドとウェールズの 7地域の失業者と長期失業者の分
布を示す第 7表によって，前記の対比で第 5表を考えてみることにする。イン
グランドとウェールズの 7地域より，特に不況地域では六つの町の方がより深
第9表失業期間の地域別・年齢別分布（男子， 1938年1月）
門の失業者 5年以上の失業者
（彩） - I c約
グレート・プリティン All 20.5 4.4 
18-24 12.6 0.5 
25-34 14.3 2.0 
35-44 21. 0 3.9 
45-54 25.5 5.9 
55-64 37.0 10.2 
ロ ン ド ン All 5. 8 0.2 
18-24 1. 9 0.0 
25-44 4.4 0.0 
45-64 10.0 0.5 
南 東 部 All 6.6 0.3 
18-24 2. 9 - 0.1 
25-44 6.0 0.3 
45-64 9.2 0.4 
南 西 部 All 8.6 1. 3 
18-24 2.2 0.1 
25-44 5.5 0.6 
45-64 14.5 2.4 
ミ ド ラ ンズ All 15.9 3.3 
18-24 3.1 0.2 
25-44 10.2 1. 4 
45-64 26.7 6.4-
北 東 部 All 18.2 3.6 
18-24 4.1 0. 1 
25-44 12.8 1. 5 
45-64 28.6 7.0 
北 西 部 All 23.1 4.2 
18-24 9.4 0.4 
25-44 20.4 2.7 
45-64 32.4 7.6 
北 部 All 35.5 9.9 
18-24 1. 9 1.0 
25-44 30.8 6.9 
45-64 49.6 16. 5 
スコットランド All 29.7 6.1 
18-24 14.2 0.8 
25-44 29.3 4.6 
45-64 41. 3 1. 5 
ウ 工 ルズ All 30.7 8.9 
18-24 9.3 0.7 
25-44 23.9 5. 7 
45-64 45.8 15.2 
出所） Crafts, op. cit., p. 421. 
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刻であることがわかるが，全体として傾向はほぼ一致していると考えてよいで
あろう。なお参考のために地域毎の失業率をベヴァリジにしたがってあげてお
こう。（第8表）
上のいくつかの表に示された状況は，すなわち，不況地域に長期失業者が多
く見られるということであった。そこで，次に， 1938年 1月の同様の長期失業
の地域的相違を示した第9表を検討してみよう。第9表から確認できること
は， InnerBritainには長期失業がほとんどなかったということ及びスコット
ランド，ウェールズ及び北部地方はきびしい影響を受けていたということであ
る。このことは年齢層についても真実である。いずれにしても，高年齢層の人
々は長期失業におちいる割合はやはり高いものであった。
V 長期失業者の産業別・年齢別分布
次に第10表が示しているのは， 長期失業者の増加が OuterBritainの顕著
な特徴であったということである。このことは疑いもなく，旧重要産業である
綿，石炭，造船，機械の各工業の不振による不利な状況と密接な関係がある。
例えば， 1936年において以前にこの産業に雇用されていた労働者のうちで長期
失業者となったのは37彩であった32)0 
第10表地域別失業期間の変化率
1年以上の失業者(%) 平均失業期間（週）
June 1932 I Feb. 1938 June 1932 I Feb. 1938 
ロ ン ドン 4.4 5.8 16.2 15. 5 
南 東 部 3.8 6.6 15.3 17.0 
南 西 部 8.8 8.6 19. 7 20.0 
ミドランズ 14.6 15.9 25.4 30.3 
北部・北西部・北東部 19.6 25.0 31. 0 49.3 
スコットランド 27.6 29.7 41. 8 56.1 
ウェールズ 21.1 30.7 33.3 61. 8 
出所） Crafts, op. cit., p. 422. 
32) Ministry of Labour Gazette, 1937, p. 9. 
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産業別長期失業者をもう少し詳細に検討して行くことにしよう。第11表は19
種の産業において 1936年夏に長期失業者が1,000人につき何名いたかを示した
ものである。それによって，どの産業において長期失業者が多数存在したか，
したがって長期失業と衰退産業の間の密接な関係が明らかになる。さらに，長
第11表産業別長期失業者数 (1936年夏）
男子のみ I 1う.oちoで人の長の期労失働業者者数の
1 炭 坑 123 
2 造 船 業 95 
3 綿 業 67 
4 船 員 59 
5 鉄 鋼 業 57 
6 製 陶 業 54 
7 繊維漂白，染色 37 
8 ホテル，パブ， レストラン 33 ， ガス，水道，電気 33 
10 製 靴 業 31 
11 エンジニアリング 31 
12 港 湾 27 
13 流通関係 27 
14 パン，ビスケット，ケーキ 26 
15 洋服仕立業 25 
16 建 築 24 
17 家 具 21 
,18 印刷，製本 14 
19 自動車， 自転車 10 
全労働者 41 
出所） Pilgrim Trust, op. cit,. p. 18. 
期失業者は，それぞれの地域に対してと同様にそれぞれの産業に対してもその
分布が不均等であることがわかる。事実，主要産業はその立地において若干の
地域とはっきりと関連し・ており，長期失業者の数の地域的・産業的不均等性は
したがって同様である。
また，ある町の中心的産業が不振に陥り，失業者が増大するが，その場合に
失業者には，その産業のみでなく他の産業の失業者を含んでいるのである。す
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なわち，中心的産業の不振が，第2次的失業を引き起こすことが多いというこ
とである。それは購買力の低下とか移住などによって建築，ガス，水道，電気
及び流通業，ホテル，パプ， レストランなどの産業グループにおいて失業が増
加することになる。第2次的産業の範囲内での長期失業をみると同じ産業でも
地域によって異っている。或地域では繁栄産業であるのに他の地域では不況産
業である場合もある。つまりその地域の主要産業に依存するわけである。
そこで次に年齢別長期失業者について検討してみよう。まずベヴァリジが算
出した次の表を掲げておこう。
第12表長期失業者の年齢別分布
192呼 9月 1935年7月
年齢
I I 数 ％ 数 彩
18~24 2,800 6.5 38,030 10. 5 
25~34 8,000 18.6 78,638 21. 7 
35~44 8,100 18.9 72,691 20.1 
45~54 10,700 24.9 78,024 21. 6 
55~59 6,500 15.1 48,-071 13.3 
60~64 6,900 16.0 46,123 12.8 
43.ooo 1 100 I 361. 577 1 100 
出所） Beveridge, "An Analysis of Unemployment I." Eco-
nomica Vol. IV, No. 13 (1937) p. 7. 
この表では1929年 9月において，長期失業者は45歳以上の人が多いのに対し
て1935年 7月では44歳以下の人が多くなっている。これは実数で全体の割合と
して算出されている。ところが，これを次の第13表で見ると，年齢が高くなる
につれてその年齢層の労働者の中での長期失業者となる割合が高くなっている
ことがわかる。そしてそれは，これまで検討した地域別及び産業別の相違より
年齢別の相違の方が大きいということも明らかである。まさに繁栄地域と不況
地域があり，繁栄産業と不況産業があるように，いわば繁栄年齢層と不況年齢
層がある。そして，長期失業の危険は21歳に突然生じ．それから徐々に55歳ま
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第13表年齢別長期失業者 (1935年7月）
年 齢 1 労働者1,000人のうちの長期失業者
18 ~ 20 7 
21 ~ 24 29 
25 ~ 34 31 
35 ~ 44 42ヽ
45 ~ 54 54 
55 ~ 59 80 
60 ~ 64 100 
18 ~ 64 I 41 
出所） Pilgrim Trust, op.cit., p. 20. 
第14表年齢別就業者
年 齢 1に9就35年業11し月た割か合ら1936年11月形までの間
18 ~ 20 32 
21 ~ 24 23 
25 ~ 34 20 
35 ~ 44 14 
45 ~ 54 14 
55 ~ 59 10 
60 ~ 64 6 
出所） Pilgrim Trust, op. cit., p. 21. 
で増大しその後さらに急増しているのである。つまり，年齢層の高いほど一度
び失業するとそのまま長期間失業する割合が高いのに対して，若い人ほど失業
してもすぐに就業する割合も高いのである。その点について第14表が明らかに
している。そこで， 30万7,000人の長期失業者が年齢別にいかに分布している
か，その割合はどの程度かを示した表を次に掲げる。（第15表）
そこでは全体の労働者が長期失業者になる割合も，失業者の中で長期失業者
に残る割合も大体同様の傾向を年齢層毎に示していることがわかるのである。
そして，年齢が高くなるにつれて，一度び失業したならば，失業したままでい
る可能性は高まるのである。これまでのいくつかの表でも明らかなように，
1935年11月と1936年11月との間に62歳の失業者が再雇用される機会は非常に少
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第15表長期失業者 (1976年11月）
年齢別 届期失業裏 者1,000人の労働のうち 失の業う者ち100人
I n il 
18 ~ 20 3,900 5 ， 
21 ~ 24 23,500 21 19 
25 ~ 34 59,900 23 23 
35 ~ 44 60,400 34 27 
45 ~ 54 66,000 44 30 
55 ~ 59 49,700 69 34 
60 ~ 64 43,600 . 97 38 
All 307,000 32 26 
出所） Pilgrim Trust, op. cit., p. 22. 
なく， 19歳の若者の 5分の 1,30歳男の 3分の 1, そして50歳の失業者の 2分
の 1しかなかったのである。しかしながら，同時に明らかなことは，回復がす
すむにつれて，高年齢層の人々の再雇用の機会は，依然として不利ではあった
が，若者あるいは経験者の不足が深刻になった地域や産業によっては幾分改善
された。
第16表再雇用者1.000人の年齢別分布
年 齢 I 11 I (21 I 増(3減)率1935年5月~11月 1936年5月~11月 (1)(2)の（彩）
18 ~ 20 131 103 78 
21 ~ 24 186 165 89 
25 ~ 34 320 319 100 
35 ~ 44 164 175 107 
45 ~ 54 139 155 112 
55 ~ 64 57 83 146 
第17表長期失業者の期間別分布 (18歳~64歳までの男子）一
1935年夏
1936年夏
11~2年 12~3年 1.3~4年 14~5年Is年以上I合 計
I 137, ocio I 81,400 I 65,800 I 52,500 I 30,000 I 366, 700 
I 119. 600 I 65. 400 I 46. ~oo I 41. oo I s2. 900 I 325. oo 
出所） Pilgrim Trust, op. cit., p. 23. 
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第16表からえられることは，回復がどの程度高年齢層にまで及び，再雁用の
不利な状況を減ずることとなったかという点である。しかしさらに検討を重ね
るにつれて，この不利が依然として大きく，年齢は地域や産業よりやはり再雇
用にとっては重要であることがわかる33)。
第17表は長期失業者のいかに多くが，まさに長期間失業していたかがわかる
し，また，まさに難問題といわれる理由も理解できるであろう。 1935年の夏か
ら1936年夏までの 1年間に，長期失業者の総数は41,700人減少したが，非常に
長期といわれる 5年以上の失業者の数はむしろ22,900人も増加しているのであ
る。長期失業問題の中に，それ自身よりはるかに再雇用の機会が少ないと思わ
れる非常に長期の失業というもう一つの難問題をかかえていたのである。 1935
年の夏には長期失業者の 8彩が非常に長期間にわたる失業者であったが， しか
し1年後の1936年の夏には倍増して16彩にものぽっている。
ところで，長期失業はそれ自体の中に長期失業を生じさせる要因があるよう
に思われるし，また失業者としての期間が長ければ長いほど，その中から再び
抜け出しにくいようである。死亡とか，老齢年金受給者になったとか，労働が
出来なくなったとか，或はその他の職業紹介所の登録をやめる理由は別にする
と， 1935年に 2~3年の長期失業者が， 1年後の1936年に 3年~4年の長期失
業者にならなかった人々は一時的にしろ再雇用されたと考える•ことができる。
このような形で， 1935年の夏に夫々の期間の長期失業者が，次の年の1936年の
夏にさらに長期失業者が，次の年の1936年の夏にさらに長期失業者として残っ
たか， または再雇用されたかの割合を明らかにすることはできる。その結果
が，第18表である。
ここに明らかであるように，失業期間が長ければ長いほど再雇用が困難であ
33)第16表は職業紹介所の登録をもとにして作成したものであるため，必ずしも登録をし
なくなった人がすべて再雇用されたかどうかはわからない。例えば死亡，引退も含ま
れており，その機会は高年齢層に多いのである。したがって高年齢層の割合は誇張さ
れていることになる。しかし， (1)と(2)の二つの期間の相違は明らかであろう。
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第18表 1935年夏の長期失業者の1年後の状況
失業期間 193眸夏 I '"'年夏
再雇用 失業のまま
1~2年 100 52 48 
2~3年 100 43 57 
3~4年 100 38 62 
4年以上 100 36 64 
出所） Pilgrim Trust, op. cit., p. 25. 
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るということである。その点については，ロンドンのグリニッジ地区の調査に
おいても明らかにされている。それによると，短期の失業の場合でさえも仕事
を見つけるのにハンディキャップがある。雇用者の側からすると，まず最初に
失業したての労働者を選ぽうとする傾向がある。したがって，そのハンディキ
ヤップは失業期間が長ければ長いほど大きいのである34)・。それはまさに「長期
失業者の家庭の多くによどんでいる意気阻喪と不安こそ，失業と関連する難問
の源なのである」35)といわれるように， 仕事への希望を失う傾向と結果的に仕
事を求めることにいやけをもよおさせる傾向があった。
VI むすび
以上において検討してきたように，両大戦間のイギリスにおける長期失業者
の全体像として浮かびうるのは次のようなものであろう。
すなわち，産業革命以来の旧重要産業に従事しており，その立地地域である
不況地域に住んでいる比較的高年齢の労働者である。こうした人々が長期失業
者の中核を占め，ますます長期の失業者として両大戦間におけるイギリスの失
業率を押し上げていたのであった。そして，こうした慢性的失業者の存在が，政
34) Bakke, E. W., T. 加 UnemployedMan, A Social Study (1933) p. 50. 
35) Pilgrim Trust, op. cit., p. 148. 
49 
50 闊西大學「継清論集」第40巻第 1号 (1990年4月）
府をして失業手当の制度化へと踏み切らしめたし，また長期失業者の側でもあ
えて地域的に，また産業的にも移動してまで新たな就業の機会をえるよりも，
或程度の失業手当でやって行けた，ということである。
すなわち，失業者は移動かしからずんば飢死か，の強制的選択に直面しない
ですむ「失業手当」が与えられた。つまり最底生活費の保証などに加えて，非
常に密接な労働階級社会や家族関係に避難することができたのである。実際，
地域内移動が一般的であった。何故ならば，彼らは仕事を求めて見知らぬ土地
へ転出するよりも，彼ら自身の地域内で仕事を求める方を好んだからである36)。
したがって，政府としても失業者に対するそれ以上の施策を行うこともしなか
ったし，またその必要についても両方の側で感じなかった。つまり景気政策と
して失業対策を考えなかったのではないだろうか。そうした背景のもとにこ
そ，就業労働者の待遇改善運動ー一たとえば有給休暇法制定の動き一ーなども
抵抗なくすすめられ社会的にも受け入れられたのである。
36) Booth and Glynn, op. cit., p. 623. 
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